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経済論叢(京 都大学)第154巻 第5号,1994年11月

韓 国 の 海 外 移 民

南 有 哲

は じ め に

先 年の いわゆ るロサ ンゼル ス暴 動 は,ア メ リカ合衆 国(以 後 ア メ リカ と略

称)の かか える人種 問題の複雑 さを浮 き彫 りにす ると同時 に,在 米韓 国人社 会

の存 在 を世界 に ア ピー ルす る結果 を もた らした。かつての 日本 と同様韓 国 も名

だた る移民送 出国で あ る。 表1に あるよ うに,ア メ リカへの移民 の比率が極 め

て高 く,毎 年の送 出実績 の過半か ら9割 近 くにまで及んでい る。現在 、在米韓

国人の人 口は100万 人近 くに達 してい ると言われ る。

その次 に多いのが 中南米諸 国へ の移民であ り,そ れに次 ぐのが欧州 への移民

であ る。 しか し欧 州 の場 合 そのほ とん どは国際 人養(国 際養 子縁 組)で あ る

(表2)。 そ の他 の地域へ の送出実績 はこれ ら三地域 へのそれ に比 しては小 さい。

こ うしてみ る と,韓 国の海外移民 には,か な り特殊な対 欧州移民 を除いて考

えれば,ア メ リカ合衆 国へ の移民 と中南米へ の移民 とい う,大 きな二つ の流れ

が あ ることになる。年毎 の送出実績のパ ター ンにおいて もこの両者 は対照 的で

あ る(図1)。 本稿 の課 題 は,60年 代 および70年 代の資料Dに 依 拠 しつつ,そ れ

1)本 稿 においては,60年 代 のデー タは 人力開発研究所,「 移民行政 列 関 越 調査研究」,ソ ウル,

1969年,に 依拠 してい る。 これは実際に行われた移民にたいする全 数調査である。一方,70年 代

のそれは 洪思媛 ・金思憲,「 韓国海外 移民研究」,ソ ウル,韓 国開発研 究院,ユ979年 に 依拠 して

いる。 これ は保健社会部 に提出された移住 許可申請書のなかの1割 である10131名 分 を無作 意抽

出 した標本調査である。著者によれば,こ れによって得 られる情報 は移住申講者 自身についての

ものとなる。 よって家族 ぐるみ移住の場合世帯主の情報だけが抽出され,そ の同伴 家族 について

の情報は オミットされるため(移 住申請者 は10131名 で あるの にたい し,そ の同伴者を含めれば

移民希望者 の総数は18681名 になる),特 に学歴惚成な どにおいて実状よ りもやや過大評価される

傾向 をはらむ ことが,著 者によって強調 されている。(同 書47頁,52頁)/
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韓国の海外移民
表1移 住目的地別移民送出実績

(単位 千人)

年 ア メ リカ カナ ダ 中南米 オース トラllア ア ジア 欧州 他 計 米国比率

62 0.2 0.2 0.4 50.0%

63 2.0 0.4 0.4 2.8 71.4

64 2.2 0.9 0.6 3.7 59.5

65 2.3 2.4 4.8 47.9

66 2.7 0.7 0.ユ 3.6 75.0

67 3.1 O.5 0.2 0.2 4.0 77.5

68 4.2 0.8 0.4 0.4 5.8 72.4

69 7.4 0.9 1.1 0.4 9.8 75.5

70 11.5 LO 2.7 1.O ユ6.3 70.6

71 14.6 0.9 2.0 1.5 19.2 76.0

72 19.9 1.0 3.0 2.0 26.0 76.5

73 28.5 1.6 0.6 0.1 2.6 33.4 85.3

74 34.5 3.3 1.2 0.3 2.6 42.0 82.ユ

75 .33.4 4.1 3.2 0.3 2.5 43.5 76.8

76 32.5 4.0 6.4 0.7 0.4 2.5 46.5 69.9

77 35.6 1.1 1.9 0.5 0.4 2.5 42.ユ 84.6

78 34.3 0.6 0.3 0.5 0.4 3.0 39.1 87.7

79 31.6 0.8 0.1 0.5 0.6 1.8 35.4 89.3

80 33.6 1.0 0.2 0.1 0.7 ユ.8 37.5 89.6

81 31.6 1.5 0.5 0.5 0.7 2.0 36.8 85.9

82 26.8 1.4 0.9 0.6 0.5 .2.5 32.8 81.7

83 24.0 0.9 1.9 0.5 0.7 2.3 30.3 79.2

84 25.8 0.6 4.0 0.3 0.3 0.1 31.ユ 83.0

85 21.1 0.8 4.6 0.6 0.4 0.1 0.ユ 27.7 76.2

86 30.5 1.0 4.0 1.2 0.3 0.1 0.ユ 37.2 82.0

87 26.3 2.1 4.5 1.6 0.2 0.2 34.9 75.4

羅 倫 紀 「韓国2i海 外移住政策d1避 妊研究」

原資料は外務部作成資料 ゴ

それの流 れの検討 を行 い,そ の類型化 を試み るこ とであ る。

＼ したが って.こ の2つ の資料 は性格の違いを持つ のであ るが ,大 まかな傾向を抽 出 し,比 較す

るには差 し支 えないと判断 した。
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韓 国 の 海 外 移 民

表2カ テ ゴリー別 ・目的地別移民送 出実績

(373)45

(単位 人)

目 的 地 契約移民 招請移民 国際結婚 国際人養 計

米 国

カ ナ ダ

ァ ル ゼ ン チ ン

ボ リ ビ ア

ブ ラ ジ ル

パ ラ グ ア イ

ウ ル グ ア イ

メ キ シ コ

コ ロ ン ビ ァ

欧 州

そ の 他

174

2428

1376

0

6

2831

1420

52.

722

892

921

220

6

5

970

68

.10417

3

9

47

3535

19

2

1

2

774

35

16783

1442

228

722

3321

2297

220

8

5

1753

156

合 計 3984 8107 10476 4368 26935

1972-76年 (単位%)

国際人養 国際結婚 招請移民 就業移民 現地移民
一

計(人)

米 国

方 ナ ダ

ア ル ゼ ン チ ン

プ ラ ジ ル

そ の 他 南 米

欧 州

そ の 他

57.2

0.8

41.9

0

94.8

0.3

0.8

4.2

73.4

10

1.6

1.8

12.4

0.1

0.1

92.9

3.7

0.1

2.2

0.9

0.1

0ユ

91.9

8.1

0.8

0

0

14430

1148

157

262

1221

1114

165

計

総数(人)

100

2601

100

2237

100

9547

100

3755

100

357 18497

人力開発研究所 『移民行政叫関妊調査研究」1969年

洪 恩媛 ・金思惑 「韓国海外移民研究」韓国開発研究院1979年

注)合 計数値が合わない ところがあるが,す べて原表 に したが った。

1統 計 における移民 カテ ゴリーの検討

一般 に移民 の社会 的性格 を検討す る際 には
,目 的地 別統計 の他 に移民 の種 類

別 の統 計が必 要不可 欠で あ る。 ところが表3を 一見 して明か な よ うに,移 民 を
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図1対 米、対中南米移民送出実績の変動比較
(千 人)

78

68

58

48

38

28

18

0.2
62年63646566676869707上72737475767778798081828384858687

+ア メリカ ート 中南米(x10)

羅倫紀 「韓国£1海外移住政策d}斗 祉研究」漢陽大学校大学院行政学科博士論文1988年
原資料は外務部f乍成資料

い くつ か の カ テ ゴ リー に分 類 す る際 の 見地 が,こ の統 計 に お いて は錯 綜 して い

る。 研 究 の 前提 と して韓 国 にお け る移 民統 計 の基 本 カ テ ゴ リー を検 討 しよ う。

移 民 統 計 の基 礎 とな る移民 の カテ ゴ リー は,韓 国海 外 移 住 法 に よ って与 え ら

れ て い るが,同 法 第4条 お よび 同施 行 令 弟3条 の 規 定 す る と こ ろ に よれ ば,移

民 は以 下 の3種 に分 類 され る。

1)集 団移 住:韓 国 と移 住 対 象 国 との政 府 間協 約 に よ って行 わ れ る集 団 的 な

移 民 。

2)契 約 移 住:韓 国側 の 移住 に関 す る業 務 を取 り扱 う 団 体 と,移 住 対 象 国 側

の移 住 業 務 取 扱 団体 との契 約 に よ って行 う移 民 。

3)特 殊 移 住:外 国 の政 府 ・団体 ・個 人 の招 請 に よ り,当 該外 国 に3年 以 上

居 住 す る個 人(但 し留 学 目的 者 を除 く)と そ の家 族 の移 住,入 養 あ る い は
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表3カ テゴ リー別移民送 出実績
(単位 千人)

年 集団移住 契約移住
特

縁故招請

殊 移

国際結婚

住

国際入養
就業移住 現地移住 合 計

1962 165 49 165 7 386

63 315 697 1581 308 2901

64 520 1151 1486 589 3746

65 1791 729 1657 653 4830

66 612 702 1585 741 3640

67 1545 1624 843 4012

68 6 2277 2326 1204 5813

69 5139 3077 1538 1 9755

70 190 8848 3724 2485 1014 7 16268

71 30 7139 4519 3332 4136 7 19163

72 102 11345 4470 3995 6123 7 26042

73 58 11499 4771 5477 10824 729 33358

74 4 19003 4543 5645 10824 1967 41986

75 23330 4783 6417 7547 1378 43455

76 28885 5667 6597 5310 74 46533

77 13 27106 5533 6240 3199 42091

78 72 25913 5612 5937 1543 39077

79 23764 6306 4130 1241 35441

80 70 25938 6220 4152 1ユ30 37510

81 72 199 23588 6187 4637 2122 36805

82 32 29 18993 5445 6416 1894 32809

83 29 35 1534ユ 5224 7037 2716 30382

84 ユ37 22144 4881 3949 31111

85 511 18395 4940 3946 27792

86 567 21477 3199 2485 27728

羅倫紀,前 掲論文

原資料は外務部作成資料

結婚 によって移住す る移民。

韓国の海外 移民 に関す る諸統計 において は,こ の3つ を基礎 に して,さ らに

特殊移 民 を海外移民 法の規定 に沿 って,招 請移民,国 際入養,国 際結婚 へ と三

分 してい る。かか る分類 の見 地 について,少 な くとも3つ の問題点 を指摘 し得
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る。

第 一 に,海 外 移 住 法 およ び施 行 令 に お け る分類 の観 点 そ の ものに つ い て 。 こ

こで の分 類 は,移 住 契 約 を と りむ すぶ 主体 の 法 的 な性 格(国 家,団 体,個 人)

に基 づ く もの で あ り移 住 目的 な ど移民 の移 民 の 内実 に関 わ る基 準 に よ っ て分 類

した もの で は ない 。 よ って 移民 の 社 会 的 な性 格 を と らえ る に は不 向 きで あ る。

とこ ろが特 殊 移 民 につ いて は前 述 の よ うに移 住 目的 な ど に よ る分 類 を行 って い

る。

第 二 に,現 実 の移 民 送 出 実績 をみ る と,集 団 移民 はほ とん ど実 績 が な く,契

約 移 民 も60年 代 に一 定 の実 績 が 見 られ る もの の70年 代 以 降 は極 端 に減 少 し,実

績 の ほ とん どが 特 殊 移 民 に集 中 してい る。 こ の3つ の カ テ ゴ リー を基 軸 とす る

分 類 は著 し くバ ラ ンス を逸 して い る。 個 人 的 契 約 に基 づ く移 民 が 「特 殊 」 移住

とさ れ て いた こ とに鑑 み る と,韓 国 政府 の 意 図 にお い て は集 団 移 住 と契 約 移住

こそ が 本 来 進 め るべ き移住 の あ り方で あ った もの と思 わ れ る21。特 殊 移 住 に 著

し く偏倚 した 統 計 そ の もの が,韓 国 の 移民 政 策 の 不 調 を反 映 してい る と も言 え

るだ ろ う。

第 三 に 「就 業 移 民 」 の問 題 に つ い て 。 先 述 の海外 移 住 法4条 及 び施 行 令3条

に は,こ れ につ い て の 直接 の規 定 はな い 。 こ の カ テ ゴ リー は移 住 目的 に も とつ

く分 類 に よ る もの で あ り,形 式 と.して は 契約 移住 と特 殊 移 住 の両 方 に含 ま れ得

る。 これ につ い て は,「 契 約 を 通 じた 就 業 」 と して 契 約 移 住 の カテ ゴ リー に編

入 す る立 場 と,雇 用 主 によ る招 請 と考 え て特 殊 移住 に含 め る立 場 の,両 方 が存

在 す る3〕、1965年 に改 正 さ れ た ア メ リ カ移 民 法 に お い て は,従 来 の 出 身 国 別 優

先 割 当制 度 が廃 止 さ れ,新 た に家 族 関係 お よび職 業 に基 づ く優 先割 当 制 度 が制

2)海 外移住法制定当時,外 務部が発行した資料によれば,韓 国政府当局は日本の対ブラジル移民

政策があげた成果を高 く評価し,政 策移民が今後重大な経済政策の一環となると断じている。ま

た,政 府間協約に基づく集団移住が今後困難になっていくであろうことを予測し,契 約移住にあ

たって,民 間団体の背後から政府が財政的外交的にこれを支援する努力を行うべきであるとし.

その実例 として再び日本の例をとりあげている。

外務部政務局僑昆課,r移 民要覧j,ソ ウル,1962年.13-15頁 。

3>前 者の立場をとっているのはたとえば洪恩媛らの前掲書であ り,後 者の立場をとっているのは,

「僑胞政策資料」第18輯,ソ ウル,海 外僑胞問題研究所,1978年,な どである。
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定 された。その結果,韓 国の対 アメ リカ移民 は在米 家族 ・親戚 の招請 に よ り,

家族関係 の枠 で移住す る もの と,就 業 目的で職業枠で移住 す る もの とに分か れ

るこ とにな った。 この事態 に対応す る形で,韓 国の移 民統 計 において も,62年

海外 移住法制定当時に は存在 しなか った 「就業移住」 カテ ゴ リーが,新 設 され

た もの と推測 され る%結 局海外移住 法の規定 に沿 った 法的形 式 的な分類 思想

は実際 には骨抜 きにされ,就 業移住,招 請移住 ,国 際結婚,国 際人養 とい9つた,

よ り移 民の内実 に即 した カテゴ リーに基 づいて,移 民統計が編集 され るこ とに

なった もの と考 え られ よ う51。

国際結婚 と国際人養 につ いて一言 してお くと,国 際結 婚の場 合,表2に み る

よ うに60年 代 と70年 代 を通 じ,圧 倒 的 に ア メ リカ人 との結 婚 の 比 率が 高 い

(90%以 上)。 さ らにそ のほ とん どが女性(表4)で ある。 国際 人養(国 際養子

縁組)は 多 くは アメリカにむか ってお り,ま た統計 上の対 欧州 移民 のほ とん ど

を しめ てい る。1961年9月 の孤児入養特例法規定 に基づ き行わ れた もので,扶

養義務 者がわか らない もの1.あ るい は扶 養義務者 の同意 を受 けた18歳 以下の者

を対象 と した。 一番 多か ったのは韓国入売春婦 と米軍兵士 との間 に生 まれた子

供であ り,彼 らは孤児 院な どを通 じて交渉が行われ,海 外 へ引 き取 られ てい っ

た%84年 に移民 範疇 か らはず され,移 民統計か ら も姿 を消す。 表1に お け る

対欧 州移民の84年 か らの激減 はこの ことの反映で ある。

これ らの他,現 地移民 とい うカテゴ リー も存在す る。 これは移住 申請 をせず

4}69年 に発行された人力開発研究所の前掲書において,就 業移住 とい うカテゴリーは一切登場 し

ていないことに鑑み ると,60年 代 においては未だこのカテゴリーは使用 され ていなか った もの と

断 じることがで きよう。

5)同 様の問題が再び80年 代後半に生 じた。 この時期に
,海 外 での 自営 業経営 を目的 とした移民

一 投資移民が発生 し,以 後急増 してい くのであるが,こ れ に対応す るカテゴ リーが存在 しな

い とい うことにな ったのであ る。朴俊勇は,海 外移住課の内部資料 においては移民が縁故招請,

国 際結婚 就業移住,投 資移住と して区分 されているこζを紹介す る一 方,こ の投資移住が招請

移民以外の移民のなかで いまや もっとも大 きな比重を占めるようになったに もかかわ らず,政 府

の公式の統計表において投資移住が独 自の移民類型 として集計 されないために,移 住環境 の変化

に対 し適切な対応 をとることを不可能に してい ると批判 している。朴俊勇,「 韓国91海 外 移住行

政改善 酬1関 越 研 究」〆1苦 大学校行政大学院修士論文,1988年,19頁,22頁 。
6)人 力 開発研究所,前 掲書,p54-55。
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1962-68年
表4カ テ ゴリー別 ・性別 にみた韓国移民

男 性 女 性 計 女性比率

契 約 移 民

招 請 移 民

国 際 結 婚

国 際 人 養

2812

4050

ユ23

1262

ユ8ユ2

3670

10353

3106

4624

7720

10476

4368

39.2%

47.5

98.8

71.ユ

計 8247 18941 .一27188 69.7

1962-68年

就 業 移 民

招 請 移 民

国 際 結 婚

国 際 人 養

現 地 移 民

75ユ

1848

40

875

169

618

1920

2086

1720

98

ユ369

3768

2126

2595

267

45.ユ%

51.0

98.ユ

66.3

36.7

計 3683 6442 10125 63.6

人 力開発研究所.前 掲書

洪恩媛他,前 掲書

に渡航 し,そ の後現地 で移住手続 きを行 った もの。海外移住法 の規定で は留 学

生や3年 以 内の滞在 の予定者は移民 とはみな されていないため,こ れ らの 目的

で渡航 した 人々が移住 申請 を して移民 とな った ものであ る。大卒 の比重 が極め

て高いのは,そ の多数が留学生 として渡航 した者であ るこ とが推測で きる。た

だ カデ ゴ リーの性格上,正 確 な数 を掌握す るのはか な り困難で あろ う。

11対 ア メ リカ移民の特徴

韓 国の対 ア メ リカ移民 は,1965年 の移民 法改正 によ って大 きな変化を遂 げた。

まず改正以前 の状況 をみ てみよ う。

65年 以前 の アメ リカ移民法 は,出 身国割当制度 を採 用 していた。 この制度 は

192ユ年移民法 に始 ま る。21年 法 においては,ユ910年 の国勢調査 の時点で アメ リ

カに居 住す る外 国人(た とえば イタリア人)の 数 の3%を
,.当 該 国(イ タリア)

の年毎 の移民割 当数 と した のであ るが,こ れ は東欧や南欧,あ るいはアジ ア諸
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国か らの移民 を制 限す るとい う狙 いを もっていたので ある
。52年 制定 のいわ ゆ

るマ ッカ ラ ン ・ウォル ター法に おい ては
,こ れ を1920年 国勢調査 に基 づ き,

1%の1/6を 割 り当て るよ うに定め ていた
。従 って韓国か らの移民 は厳 し く制

限 され ることにならざるをえなか った。

しか し,こ の出身国別割 当制度 は,い くつかの例外 法規 に よって補足 され て

お り,戦 争花嫁法お よびGI(米 兵)婚 約 者法 もその一つで あ
った。解 放後の

南北分 断 と朝鮮戦 争の勃 発 とい う情勢 のなかで
,多 くの米 軍が進駐 して いた韓

国 にお いては,韓 国 人女性 と米軍兵士 との国際結 婚が数多 くみ られ た
。1950年

代 には,そ うい った韓 国人女性 た ちが ,割 当制度 の枠 を越 えた これ らの法 に

依 って,国 際結婚 に よる移民 として アメ リカに渡 ったのであ る
。 これ らの女 性

たちの多 くは貧 しい農村の出身であ り,相 次 ぐ動乱の中で 親 を失 った人 たちで

あ った と言われ る㌔ 彼女 らこそが,65年 移民法改正以降 の招 請移民急増 にお

け る,そ の招 請主 体 とな ったのであ る。

この時期の対 アメ リカ移民の,も う一つの主ヵは国際人養であ った。1952年

の移民 法においては養子 に対 して非割 当移民 として の扱 いを行 わなか
ったので

あ るが,ア メ リカ市民 の間に外国の孤児 を養子 に しょうとす る要求が高 ま
った

た め・57年 には一定の条 件 一14歳 未満で最 低二年以上養親 と同居 とい った

一 をつ げて,合 衆 国市民 の嫡 出子(21歳 以 下で 未婚)や 継 子(18歳 以 下)

と同様 に,移 民法上 の恩恵(数 的制 限を受けない)を 与 えるに至
ったδ脚。

こう して50年 代お よび60年 代前半 にば
,国 際結婚 と国際 人養 による女性 と子

供 た ち を 主 体 と一し た,対 ア メ リ カ移 民 が 展 開 さ れ た の で あ る(表5)。 こ の こ

と は 表6に お い て も,主 婦 子 女 比 率 の 圧 倒 的 高 さ と い う 形 で 表 現 さ れ て い る
。

事 態 を大 き く変 え た の が,65年 の 移 民 法 改 正 で あ る。 これ に よ り ,従 来 の 出

身 国 別 割 当 制 度 を 廃 止 して,新 た に 全 体 で29万 人(う ち 東 半 球 に17万 人
,西 半

7)Bok-LimC.Kim,"CaseworkwiヒhJapaneseandKoreanWivesofAmericans"
,SocialCase.

workVol.53No.5,May1972 ,PP,274・276,

8)川 原m一.rア メ リカ移民法」,信 山祉,1990年.198-200頁 。 なお本稿は アメ リカ移民法の歴

史および内容についての知識を基本的には本書に負 っている。
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1952-61年
表5海 外移住法施行以前の韓国移民

国際結婚

男 女

孤児入養

男 女

移 民

男 女
計

米 国

そ の 他

計

13575

052

13627

ユ8383ユ26

6ユ7

18443143

209198

3ユ6

2122ユ4

8947

94

904ユ

『移民要覧』,外務部政務局僑民課,1962年

球 に12万 人),一 国 あ た り最 高2万 人 の 割 当 を設 け ら れた 。 そ して新 た に血 縁

関 係 と職 業 に 基 づ く7段 階 の優 先 割 当制 度91が 設 定 され た 。 これ に よ り韓 国 か

らの招 請 移 民 と就 業 移 民 が急 増 す る。

それ で は まず60年 代 の対 ア メ リカ移民 につ い て検 討 しよ う。 移 民 の 職 業 や 学

歴 を進 出地 域 別 に分析 した資 料 はい ま の と ころ未 入手 で あ る。 しか し表2に よ

れ ば60年 代 の 韓 国 の招 請 移 民 が ア メ リカ,中 南 米,そ の他 諸 国 に ほぼ 三 分 され

る の に対 し,契 約 移 民 の ほ とん どが 中南 米 へ の移 民 で あ り,ま た 対 中 南 米 移 民

の6割 近 くが 契約 移 民で あ る 。 そ して 国 際結 婚 の ほ とん どが 対 ア メ リカ移 民 で

あ る。 従 って,60年 代 に お い て は,招 請 移 民 と国 際 結 婚 に か ん す るデ ー タが 対

ア メ リカ移 民 の傾 向 を比 較 的 良 く反 映 し,契 約 移 民 の そ れ が 対 中 南米 移 民 の 傾

向 を反 映 して い る もの と考 え られ る。

以 上 を 念 頭 した.上で 学 歴 につ い て み てみ る と(表7),ま ず 目 を引 くの は 招

請 移 民 の学 歴 の際 だ った 高 さで あ る。 特 に大 卒 者 に至 って は全 国 民 的 水準 の10

9)具 体的には次のようになっている.優 先割当枠29万人のうちの20%が 第一優先割当である合衆

国市民の未婚の息子または娘に,26%が 第二優先割当である外国人永住者の配偶者および未婚の

息子または娘に,1096が 第三優先割当である知的職業者,科 学者および芸術家(た だし合衆国に

具体的な利益をもたらす有資格者に限られる)に,10%が 第四優先割当である合衆国市民の既婚
の息子および娘に,24%む よび第一一一第四割当における未使用分が第五優先割当としての合衆国

市民の兄弟姉妹に,そ して10%が 第六優先割当である労働移民に割り当てられる。第六割当の労

働移民の場合,一 時的 ・季節的でな く,合 衆国においてその労働が不足している場合に限定され

るDそ して第一一第六においても使用されなかった残余分が,第 七の非優先割当移民に適用され

る。

職国人の招請移民は主として第二枠および第五枠を利用し,就 業移民は第三枠(医 者など〉お

よび第六枠(技 能工など)を 利用した。李光奎r在 美韓国人」,ソ ウル,一 潮閣,ユ989年,59頁 。



表6対 アメリカ韓国人移民の入国時の職業

年度 総 数 専門職
技術者 農 業

事務職
管理職 驕鑑

販売職
及 び
同類職

技能職
及 び
同類職

製 造
及 び
同類職

個人家
内労働

サービス
職及 び
同類職

農 業
労 働 労働職

主 婦
子 女

1958 1604 108 4 13 2 1 1 1475
1959 1720 101 4 10 3 1 4 1 1 2 1593

1960 1507 81 5 15 1 5 7 3 1390

1961 1534 79 3 16 2 2 2 4 2 1424

ユ962 1538 109 1 6 18 5 3 2 2 10 1 1381

1963 2580 370 18 43 8 4 6 1 27 1 2102

1964 2362 134 11 27 5 2 3 15 2 2163

1965 2165 103 1 8 31 4 7 1 15 2 1991

1966 2492 349 17 39 5 5 6 2 19 4 2046
1967 3956 830 2 36 74 11 12 24 25 54 3 4 2881

1968 3811 716 43 64 10 32 23 50 31 1 8 2811

1969 6045 1081 1 83 125 14 52 48 123 93 4 14 4405

1970 9314 1613 117 155 19 199 71 70 89 5 22 6954
1971 14296 3088 231 199 30 300 118 54 187 7 25 10058

1972 18876 3482 1 473 290 30 576 138 82 315 8 31 13450

1973 22930 2913 889 359 65 758 255 126 374 84 56 17051

1974 28028 3027 956 471 104 1396 252 103 73 650 254 20742
1975 28362 3083 894 207 854 1255 946 186 111 590 103 20633

1976 30803 3001 932 256 768 957 581 204 147 569 69 23319

1977 30917 2771 1138 245 950 921 773 221 132 680 50 23036

総数 214840 27039 6 5868 2657 2888 6487 2753 1253 1704 2602 653 160905

比率(%) 100 12.6 0 2.7 1.2 1.3 3 1.3 0.6 0.8 1.2 0.3 74.9

李 光奎,『 在 美 韓 国 人」、 一 潮 閤,1989f三,p.74

原 資料:ImmigrationandNaturalizationServiじe
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1962-68年
表7カ テゴ リー別 にみた韓 国人移民 の学歴構成

契約移民 招請移民 国際結婚 国際人養 全体 全国民(66)

国 卒 以 下 25.33% 22.83% 25.59% 18.73% 23.60% 77.22%

国民学校卒 15.29 8.56 16.17 0.30 1ユユ8 9.50

中 学 校 卒 工2.85 7.23 5.09 0.32 6.1ユ 5.25

高等学校卒 15.26 ユ5.51 5.44 9.03 6.10

大 卒 以 上 5.42 ユ6.72 ユ.23 6.31 1.78

未 詳 25.85 29.15 46.51 80.65 43.77 0.15

計 100% ユ00% 100% ユ00% ユ00% 100%

総 数 3984 8ユ07 10476 4368 26935

全 国民 につ いては5歳 以下 を除外

ユ972-76年

就業移民 招請移民 国際結婚 国際人養 現地移民 全体 全国民(75)

国 華 以 下 1.5% 10.0% 28.2% 88.1% 3.8% 14.4% 34.1%

国民学校卒 4.5 15.7 35.0 7.8 3.0 18.s 35.0

中 学 校 卒 10.9 ユ2.3 14.1 4.0 3.0 12.0 16.7

高等学校卒 29.4 35.6 18.6 0.1 22.9 28.5 11.1

大 卒 以 上 53.7 26.3 4.0 67.3 25.9 3.ユ

未 詳 0.1 0.ユ 0.8

計 100% 100% ユ00% 100% 100% 100% 100%

総 数 1369 3569 2126 ユ68 266 7498

移民については6歳 以下,全 国民については5歳 以下を除外

人力開発研究所,前 掲書

洪恩媛他,前 掲書

「総人口喫住宅調査報告』第1巻,ユ975経 済企画院調査統計局

r韓国統計年鑑11968経 済企画院

倍 近 い高 さ にな って い る。 高 卒 者 の場 合 も国 民 全 体 の水 準 の2倍 以 上 で あ る。

一 方 国 際 結 婚 の ほ うは
,半 数 近 い 未 詳 が あ るた め に評価 が 困 難 で あ るが,全 国

民 的 水準 に比 して高 い とは考 えに くい 。 国 際 人養 にい た って は 大半 が未 詳 で あ

るが,そ の大 多 数 は孤 児 院 等 に起 居 す る児 童 で あ る と考 え られ るた め ,低 学 歴

で あ る こ とはむ しろ当 然 で あ ろ う。

次 は移 民 前 の 職 業 に つ い て(表8)。 こ こで 注 目 され る の は60年 代 の デ ー タ



表8移民の職業構成

韓 国 の 湛 外 移 民

カテ ゴリー別にみた韓国人移民の職業構成

(383)55

職 種
契約移民

1962-6s

招 請 移 民 国際結婚
』招 請
1972-76

就 業 現地移民

専 門 ・ 技 術 7.53% 43.17% 11.0% 18.8% 26.2% 26.4%

管 理 ・ 事 務 7.70 10.98 26.6 24.4 6.4 18.9

販 売 18.56 11.85 16.5 19.1 1.7 22.7

サ ー ビ ス 業 7.01 8.80 20.2 3.1 3.4 2.7

農 林 水 産 47.99 9.79 1.8 8.3 1.3 5.4

労 働 職 11.21 15.41 23.9 26.4 61.1 23.8

有 職 者 計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

有 職 者 14.33 19.78 5.1 36.4 83.9 69.3

無職 ・分類不可 59.81 54.20 94.60 63.6 16.1 30.7

未 詳 25.86 26.02

計 100 100% 100% 100% 100% 100%

総 数 3984 8107 2126 3768 1369 267

全国民的な職業構成

職 種 1969年 1975年

専 門 ・技術 ・管理職

事

販

サ ー ビ ス

農 林 水

労 働

務

売

業

産

職

4.50%

5.15

13.12

5.67

50.82

20.74

3.5%

6.3

12.9

7.2

46.0

24.1

計 100% 100%

人力開発研究所,前 掲書

洪思媛他,前 掲支

『韓国統計年鑑』各年度版

に お け る無 職 ・分 類 不 可,及 び未 詳 者 の多 さ で あ る。 この 時 期 の 高 い失 業 率10,

を考 えれ ば,比 較 的 高 い 学 歴 を もちつ つ も定 職 につ けず,移 民 を決 意 す る に い

た った 人 が 多 か った もの と推 測 され る。 ア メ リカ に移 民 した 人 々が,本 来(失

業 して い な け れ ば)労 働 市場 にお い て占 め て い た位 置 を知 る手 が が り と して,

10)60年 代前半から中盤にかけての時期,特 に非農家の失業率は男女とも10%を 超えていた。
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招請 移民 の有職者 内部 におけ る各職種の構 成比 を見てみ る と,専 門 ・技術 職の

比率 の高 さが 目だつ 。69年 の全 国的 な構 成比率 と比較 した場 合,専 門 ・技術職

と管理 ・事務職 の合計 において,招 請移民 は国全体 に比べ て5倍 以上の高 い構

成比 率 を持つ こ とになる。逆 に農林水産業従事者 の比率 は約1/5と,丁 度対称

的 な構成 比 にな ってい る。 この ことは先 に見 た学歴構 成 のデー タとも整合 す る。

今度 は アメ リカ側 の デー タに基づいて見てみ よ う。表6は ア メリカ移民 当局

の統計で あ るが,主 婦子女 を除外 した職業構成 を1968年 について見てみ る と,

専 門職 ・技術 者が71.6%,事 務 職 ・管理 職が4.3%,牧 師等 が6.4%,農 業 ・農

業労 働が0.1%に な り,上 述 の傾向が よ り顕著 に現れ ている。

70年 代 はど うであ ろ うか。表4に よれ ば,対 アメ リカ移民 は就業移民 の9割

以上,招 請移民 の7割 強 を占め,対 中南米移民 は招 請移 民の約16%,就 業移民

の3%強 を占めてい る。 この場 合,招 請移民 は対 アメ リカ,対 中南 米移民 の共

通 す る傾 向 を反映 し,就 業移民 はす ぐれて対 アメ リカ移民 の性格 を表示す る も

の と考 え られ よ う。

次 は学 歴 につ いて(表7>。 招請移民 は高卒 お よび大卒 の構成比 が全 国民 的

な学 歴構成 に比 して,か な りの高 ま りをみせてい る。 ところが,就 業移民 にお

いて は大卒者 は過半 を超 え,全 国民的水準 の十数倍 の割 合 にな って いる1D。国

際結婚 において も,高 卒 と大卒 の構成比が全 国水準 をやや上 回 ってお り,米 国

人 と結婚 する韓:国人女性 の社会 的出 自が50年 代や60年 代 とは変わ って きてい る

ので はな いか と推測 され る。 こ うしてみ る と,70年 代 の対 アメ リカ移民 は,国

民一般 の水準 よ り相当 に高 い学 歴を もつ人々によ って構成 されてい る とい うこ

とが判 明す る。

移民前 の職業 につ いて(表8)。 招請移民 につ いてみ る と,専 門 ・技 術職 お

よび管 理 ・事 務職 の合計が4割 を超 え,75年 の全 国民 的構 成比 の4倍 に達 して

い る。販 売や サー ビス業従 事者 の構成比 はそれ ほ ど変わ らないが,農 林 水産業

1ユ)注1を 参照。 しか し,よ しんば移民における大卒者比率が実際 にはこの半分であ った として も,

全 国民的水準 に比 してやは り著 しく高い といわねばならない。
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従事者の方 は招請移民の方が全 国民 の1/5程 度 であ る.就 業移民 の方 をみ ると
,

専門'技 術職 お よび労働 職の突 出が 目だ つ.李 光奎 に よれ ば,対 アメ リカ就業

移民 には多 くの医者,看 護婦,薬 剤 師な ど医療関係 者が含 まれ てお り
,こ れが

専 門 ・技術 職の比 率の高 さに現れ ている もの と思わ れ るが
,同 時 に多 くの技 能

工が含まれていた・それらの人々は,例 えば重機修理工泊 魏 整備工,時 計

修理工,印 刷工,ボ イラー製作工,テ レビ ・家 電修理工,溶 接 工 ,版 金工,配

管工 な どであ ったL21。表6に よれ ば ,1975年 におけ る対 ア メ リカ韓国移民 の職

業構 成 比 は(主 婦 子 女 を除 外) ,専 門 ・技 術 職 が39.9%,管 理 ・事 務 職 が

11・6%・ 技 能工 お よび同類職 が16 ・2%職 業 膿 業労働が1 .3%と なつ一(いる。

技能工 と製造職,家 内労働,労 働(単 純労働 であろ うと考 え られ る)を 合計す

る と32.2%に な り,韓 国側 の統計 に比 べ
,専 門 ・技術職 にたいす る労働職 の比

率がかな り低 くなって くるが,対 アメ リカ韓 国移民 におけ る専 門 ・技術職 およ

び労働職 の比重 の高 さ,労 働職内での技能工 の多 さは断定で きよ う。 もち ろん

この結果 は,先 にみた学歴構成 一 高卒 者
,大 卒者比率 の高 さ とも符合す る。

最 後 に・ ア刈 力にお ける移民 後の職業 をみ てみ よ う(表9)
。 こ こで は,

専門職や技術職 技能工の比率 も低 くは ないが
,商 業 とサー ビス業従事者 の示

す割合が 移住前 の職業構成 に比 して顕著 に高 まってお り
,主 婦学生 を除外 した

場合,こ の両者 で全 体の45%を 占め る。 アメ リカ移住 後
,他 の職種 か らこの分

野に移動 してきた もの と考 え られ る。

III対 中南米移民 の特徴

中南米へ の移民が 本格的 に開始 され るの は,1962年 に海外移住法,お よび同

施行令が制定 され,韓 国の系統的 な海外移民 政策が始動 してか らで ある
。

解 放後,海 外在住者 の大 規模 な帰還 によ り人口は大幅 に増加 した
。朝 鮮戦争

によ って人 口は一定 の減少 をきた したが13,
,そ の後50年 代 に進展 した工業化 が

もた ら した農 村人 口の都 市部流入 によ り60年 代初頭 まで に失業率 が大 き く上昇

ユ2)李 光奎,前掲書,57頁 。
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表9在 米韓国惰民の職業構成(1986年)

職 種 総 数 比率(%)

農 林 業 3009 0.3

商 業 ユ44804 ユ5.1

製 造 業 15590 ユ.6

サ ー ビ ス 業 ユ21217 ユ2.6

専 門 職 48003 5

事 務 職 49727 5.2

技 術 者 4ユ742 4.4

技 能 工 53229 5.6

文 化 芸 術 2070 0.2

宗 教 者 8213 0.9

学 生 230786 24

主 婦 ユ36752 14.3

そ の 他 ユ03502 10.8

総 数 9587ユ4 ユ00

季光奎,前 掲協,p.96-97

原資料は外務部作成資料

し,韓 国政府 にとって過剰 人口の解決が重大 な政策課題 とな り,海 外移民 政策

は家族計画事業 とな らぶ人 口調節手 段 として位置づ け られ た。海外移住法 第1

条 には,「 本法 は国民 の海外進 出 を奨励す ることで,人 口政 策の適正 と国民 経

済 の安定 を期 す ることと同時 に,国 威 を宣揚す ること」 を,目 的 と して定めて

いる。

移民政策は人口政策の一環として,外 務部と並 び保健社会部の管掌下に置か

れ ることにな った。保健社会部社会局 の海外移住課(の ち に海外 移住 局)が
,

移民の募集,選 抜,教 育訓練,移 住 手続 な ど,出 国前 の過程 に関す る,政 策立

案,調 査,指 揮監督 を担 当 した。他 方,外 務部橋長 課 は出国後 の事後管 理を分

担す るこ とになっていた。 これ ら当局 の管掌下 に実際 の移民業務 を遂行 したの

13)宋 丙 洛 とE・S ・Mill・ は,1949年 か ら55年 の 間 に ,死 亡 や 失 踪 や 捕 虜,南 北 移 動 な ど で ユ27.9

万 人 もの 人 口 純 減 が あ っ た と し て い る。 「成 長 斗 都 市 化 問 題 」
,ソ ウ ル,韓 国 開 発 研 究 院,1980

年,77-8ユ 頁 。
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は韓 国海外開発公社で あ った。同公社 は乱立 す る民間移民事業 団体 に代 わ って
,

移民業務 を一元化す ることを 目的に,65年 に財団法人 と して設立 された のであ

る1a10

60年 代 の対 中南米移民 は,対 アメ リカ移民が国際結婚 とい う私的 なルー トに 「

よる移民で開始 され たのに対 し,国 家 の支援 の もとに移民 斡旋 団体 が現 地 の団

体 を契約 す るとい う,契 約移民 として スター トした。 一例 をあげ ると,ユ964年

に韓 伯進興株 式 会社 が ブ ラジルのRivadabiaの 大 地主 と交 渉 し
,韓 国農業 移

民 のため にVictoria農 場 を開設 させ た。韓 国政府 と在 ブ ラジル韓 国大使館 と

の斡旋 で68世 帯 の移 民 希望者 を募 集 し,ブ ラジルへ むけて 送出 したので あ っ

た0

この こ とを統計 によ って見 てみ よ う。先述の よ うに,60年 代の中南米移民 ぽ,

その6割 が契 約移民で あ り,他 が招 請移民で あ る 俵2)。 その契約 移民 た ち

が移民 先で就 い た職種 を示すのが表10で ある。判明 してい る有職者 の うち99%

以上が農林水産業 に従 事 してい る。未詳が多いた め評価が 困難で あ るが招請移

民 の方が多少 と もば らつ きをみせてい るの と対照 的で あ り,中 南米へ の契約 移

民が農 業移民 中心 であ った ことが よ くわか る。

契約移民の もう一つ の重要 な特色 は,そ の出身地域 であ る。表11に あ るよ う

に,契 約移民 におい ては,他 の カテゴ リーの移民 に比 して,成 鏡北道 以下の現

北 朝鮮 領内出身者 が多い こ とであ る。 この人々は国際結婚 による移民者 な どを

通 じた在 米の家族 親戚 に恵まれないで い る一方,縁 故 を必要 としない南米へ の

契約移民 に集 まった もの と考 え られ る。 その契約 移民 の学歴構成 を見てみ る と,

招請移 民 ほどでは ない ものの,全 国民的な構成 に比 してか な りの高学歴傾 向 を

示 して お り,大 卒で約3倍,高 卒で2.5倍 の構成比 に なってい る。移民 前の 職

業 につ い てみ ると(表8),専 門 ・技術職 お よび管理 ・事務職 の比重が 国民 的

構 成 比 の1.5倍 程度 で あ り,販 売 お よびサー ビス業従 事者 がや や 高 く,労 働

14)同 公 社は,76年 には政府投資機関に変更される。

15)海 外僑胞問題研 究所,前 掲書,13頁 。
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表10韓 国移民 の移住先での職業(1962-68)

職 種 契約移民 招請移民

業

業

戦

戦

産

夫

信

務

者

計

帯

水
石
通
経

者

翅

的

務

売

株

単

葉

隅
理

林
聡

転

職

専

管

事

販

農

鉱

交

技

サ

有

0.03%

0.32

99.65

100%

ユ2.06%

0.22

2.63

ユ.29

74.37

0.06

0.61

7.20

1.56

ユ00%

有 職 者

無職 及び分類不能

未 詳

70.84

3.31

25.85

22.08

20.30

57.62

総

計

数

100%」

3984

ユ00%

8107

人力 開発研究所,前 掲書

注)出 典 に明示されているわけではないが,本 表は移住直後 の現地で の

職業構成 を示 しているのであ って,そ の後の職業移動は反映 されて

いないもの と思われる。

もし68年 時点での職業構成であるならば,こ の時点で 中南米移民

者の離農が開始されているはずであ り,従 って農林水産 の割 合が

もっと下が り,販 売職等が上 っていると考 えられるからである。

職 の比重 が低 くな ってい る。農林 水産業従事者 は契約移民 の方 がやや低 めで あ

る。農林水産業従事者 の比率が一番 高い とい うことは
,農 業移民 とい う性格 か

らい って当然 の こ とであ る ともい えるが,し か し,逆 の見方 をすれぼ半数以上

の契約移民者 が比較 的高学歴で あ るうえに
,農 業以外 の職業 に従事 していた こ

とを意味 して いる。熱帯での農業が,こ れ らの人 々にとって極めて過酷 な もの

であ った ことは容易 に想像 される ことで ある。

結果 的に中南米への農業移民 は失敗 に帰 した。移民達 は数年 の うちに農場 を

離脱 し」6㌧大都 市 に集住 す るよ うにな ったので あ る
。先 に例 としてあげた,64

年 の移民 も,一 部が北 米 に再移民 し,の こりはサ ・パ ウ・に進 出 した り,帰 国
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表1160年 代移民の出生地

出生地
世帯主

契約移民

世帯員 世帯主

招請移民

世帯員
国際結婚 国際人養

ソ ウ ル 10.88 26.78 48.63 34.32 12.58 53.96

釜 山 工.42 4.44 3.59 4.73 1.92 1.19

京 畿 道 10.17 7.63 10.74 7.13 11.11 1.14

忠 清 北 道 1.18 0.90 2.22 1.48 1.82 0.11

忠 清 商 道 5.44 2.99 4.81 3.ユ5 4.07 0.37

全 羅 北 道 1.18 0.63 2.02 1.36 3.68 0.21

全 羅 商 道 0.3 2.34 1.76 4.48 0.23

慶 尚 北 道 6.38 4.49 6.62 4.82 4.83 0.92

慶 尚 南 道 6.86 5.6 4.56 3.98 4.23 0.34

江 原 道 .4.73 3.01 2.99 1.92 1.62 0.62

済 州 島 0.08 0.28 0.2 0.32 0.02

(現北朝鮮領内)

成 鏡 北 道 !.ユ8 0.6 O.77 0.57 0.19

成 鏡 商 道 5.91 1.73 2.02 1.23 0.46

平 安 北 道 工4.42 4.82 2.14 1.63 0.4

平 安 商 道 22.69 7.33 3.96 3.06 0.33

黄 海 道 6.15 2.31 1.5 1.18 0.69

外 国 1.41 0.5 0.81 O.76 O.76

未 詳 25.86 27.08 46.51 40.89

計 100 100 100 100.36 100 工00

総数(人) 423 3984 2476 8107 10476 4368

人力開発研究所,前 掲書

した り してい る1%70年 代 中 盤 まで に,ブ ラ ジル の場 合 は工 業 都 市 サ ンパ ウ ロ

に 韓 国 人 の80%が,ア ル ゼ ンチ ンの 場 合97%が 首都 ブエ ノ ス ア イ レス に,パ ラ

グ ア イの場 合2/3が 首 都 アス ン シオ ンに居 住 す る よ うに な ってい る187。

大 都 市 に移 り住 ん だ韓 国 人 た ち は いか な る職 業 に就 いた の で あ ろ うか 。 表12

16)洪 恩媛のあげている資料によれば,南 米三方国の5っの農場に入植した221世帯のうち,68年 ま

でに200世帯が離脱 したという。洪恩媛他,前 掲書,124頁 。

17)海 外僑胞問題研究所,前 掲書,14頁 。

18)同 上,19,80,105頁 。
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表12中 南米各国における韓国僑 民の職業構 成
(単位 人)

...

職 業 別
ブラジル ボ リビ ア

男性 女性 総数 男性 女性 総数

農 林 業 27 27 6 6

商 業 878 359 1237 39 39

製 造 業 180 ユ3 ユ93 34 34

サ ー ビ ス 業 44 13 57 1 1

専 門 職 47 1 48 0

事 務 職 50 50 1 1

技 術 者 ユ84 184 4 4

技 能 工 95 95 0

文 化 芸 術 3 3 0

宗 教 者 20 20 2 2

学 生 1570 1068 2638 41 34 75

主 婦 1436 ユ436 90 90

他 1530 1043 2573 89 67 156

僑 民 総 数 4628 3933 8561 217 ユ91 408

世 帯 数 1913世 帯 ユ05世 帯

76年6月 (単位 人)
[

..一

職 業 別
アルゼ ンチ ン

総数 世帯

「

男性 世帯

パ ラグ ア イ

1女 性 世帯 総数 世帯

農 林 業 ユ2

.

31 31

商 業 ユ0 ; 370 28 398

製 造 業 640 41 4 45

サ ー ビス業

1

11 ユ 12

専 門 職

1

13 1 ユ4

事 務 職 1 ユ

技 術 者 ユ ユ

技 能 工 16 16

文 化 芸 術 1 1 2

宗 教 者 弓 4

学 生 14 14
■

王 婦
0

他 30 142 2ユ 163

僑 民 総 数 3200人 1508人 133ユ 人 2839人

世帯数 692 631 70 70ユ
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に よれ ば 商 業 と製 造 業 に従 事 す る もの の比 率 が,ど の国 につ い て も共 通 して高

くな って い る。 製 造 業 とは,ブ ラ ジル とパ ラ グ ァ イ にお い て は衣 類 の縫 製 で あ

り,ア ルゼ ンチ ンにお い て は編 物 で あ っ た。 商 業 の 場 合 は食料 品 店 や 雑 貨店 を

経営 す る もの もい たが,行 商 す る もの も多 か った 。 農場 か ら都 市 へ 流 入 した 資

本 の 無 い 移 民 達 は,自 らの手 持 ち の 韓 国 製 衣 類 の行 商 か らは じめ る もの もい

た191。行 商 か ら出発 し,資 金 を貯 め る に つれ て店 舗 を構 え,あ る い は ミシ ンや

編 機 を購 入 して 自宅 で 衣 類 の 製造 を行 うよ う にな る とい うの が,韓 国 人 移 民 た

ち の社 会 的 上 昇 の パ ター ンで あ った よ うで あ る。

こ う して都 市 部 に定 着 した 移 民 達 は親 類や 知 人 を招 請 す るよ うに な っ た。 農

業 移 民 の失 敗 に よ って 契約 移 民 の 実績 が 激 減 した こ と もあ り,70年 代 の対 中南

米 移 民 の ほ とん どが招 請移 即 占め られ る よ うに な った ので あ る。

80年 代 に は い る と,韓 国 の 対 中南 米 移 民 は新 た な段 階 を迎 え る。 新 しい 移 民

形 態 で あ る投 資 移 民 の 登 場 で あ る。 これ は 自営 業 を 目的 と した 移 住 で あ り,

従 っ て一 定 額 の資 本 の搬 出 を 必要 とす る。従 来 韓 国 政 府 は移 住 者 に た い して外

貨 持 ち 出 しの 限度 額 を成 人1人 あ た り3000ド ル,未 成 年 者1000ド ル に 制 限 して

い た の を,家 族 ぐるみ 移住 の 場合 に 限 って10万 ドル まで の搬 出 を認 め た の で あ

る。 この結 果 従 来 は不 可 能 で あ った 投 資 移 住 が 可 能 に な っ て きた の で あ る.m。

投 資 移 住 は83年 に 開始 さ れ,当 時 は年19人 で あ った のが87年 現 在 で は3966人 に

の ぼ り,同 年 の 移 民 実 績 の11%に 至 っだ1〕。 移 民 先 は主 と して 中 南 米(72.9%)

で あ り,他 に は カ ナ ダ,オ ー ス トラ リア等 で あ っだ'⑳ 。

19)「 同上,105頁Q

20〕 この背景には,こ の時期に進展した韓国の本格的な資本輸出国化があるものとみられる.韓 国

の対外投資額は81-2年 に急増し,84年 に一時おちこむものの,そ の後さらに急上昇 していく。

投資先も東南アジア ・中近東 ・アフリカ中心から欧米諸国中心とな り,投 資部門についても製造

業の比重が高まっていく。また80年代に入ってからは経常収支赤字幅の着実な縮小と,海 外資金
への依存度の減少が進展した。86年には経常収支が黒字化し,ま た国民貯蓄率が投資率を上回る。

かかる状況を背景に発展途上諸国への経済援助供与も本格化する。82年の段階でアフリカ開発銀

行,ア ジア開発銀行への出資がなされていたが,87年 には対外経済協力基金を創設 し,援 助供与

国の地位を確立した。渡辺利夫編 『概説 韓国経済」,有斐閣,1990年,第11章 を参照。

21)朴 俊勇,前 掲論文,22頁 。

22)同 上,24頁 。
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IVま とめ 韓国海外移民の二:類型

以上 の内容 を踏 まえた上で,対 アメリカ移民(A)と対 中南米移民(s)を対 比す る

と,以 下 の よ うになるであ ろ う。

1)学 歴 。(A),(B)と もに,全 国民的 な水準 に比 して高学歴 の傾向が顕著 で

あ るが,初 期 の国際結婚,お よび国際人養 を除外すれば,(A)の 方が(B)よ り

もさ らに高い。

2>移 住前 の職業 。有職者 につ いて は,(A),(B)と もに一般 的 な水準 よ り高

位 の労働 に従事 している者 の比率が高いが,㈲ の方が(B)に 比 して専 門 ・技

術 職の構成比率が高 い。

3)移 住後の職業。商業従事者 が多 く一つ の勲 になっているのは共通 して

い るが,(A)に おいて は専 門 ・技術職や技能工が一定の地歩 を占めてい る一

方,(B)に おいては衣料 の製造 ・販売 に従事す る自営業者が もう一つの軸 に

なってい る。

この結果か ら,韓 国の海外移民 は,(A>対 アメ リカ型,旧)対 中南米型 に類 型化

す るこ とが可能 になる と思われ る24.。

か か る類型化 を可能 に した背景 として次の ことが考 え られる。 まず アメ リカ

においては,技 術 者や専 門家,技 能工 について 自国民 だけで はまか ない切 れ な

い広範 な需要 が存 在 した。 よってその供給 を移民 に求 める ことにな り,こ れ に

23)ア メIJカ は,投 資移民について 「相当の投資(Substan【ialInvestment)」 を条件 として設げ(移

民法弟101条),通 例 】0-15万 ドルが最低基準 とされているため,外 貨持ち出 しが制限 されてい る

韓国の投資移民は,ア メリカに対 しては不可能であ った。(李 淳紀,「 美 国移民進出環境 斗 拡 大

方案」,ソ ウル,韓 国海外開発公社,1987年,ユ26-127頁 〉

ところが87年 には韓国側の基準がさらに緩和され,世 帯員の数によっては最高20万 ドルまで認

められるようにな り,88年3月 には,投 資移住 の場合には30万 ドル,そ れ以外の場合で も20万 ド

ルリ所持が認め られ,対 米投資移民の条件が一定形成されて きている。

24)学 歴 お よび職歴 において,対 アメリカ移民が対中南米移民に比 してよ り高い とい うこの傾向 は,

60年 代 および70年 代を通 じて一貫 したものである。にもかかわ らず本文 において60年 代および70

年代 に分 けて考察 しているのは,使 用 した資料が前述のように62-68年 の もの,お よび72-76年

の ものであったためである。本稿で提示 したような移住 目的地別の類型化の他に,時 期による類

型化や段 階把握 をも意図 しているわけではない。
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応 ず る移民の側 で もそれ にふ さわ しい高い学歴や専 門的技術 を持づ ことにな る。

それ を持 たない移民 の場合,言 語の問題 な どもあ るため,同 胞 が経 営す る商店

や企 業で働 き,資 金 を蓄えて独立 した 自営業者 にな る場合が多 い。

一方
,中 南米諸国 の場合,工 業労働 者や技術者,専 門家 にた いす る需要 は少

な く,ど うして も自国で育成 で きない職種 を除いては移民 に供給 を求め る こと

はない。労働力 の需要があ るの は一般的 に農 業部 門であ り,移 民労働力 はそ こ

に投 入され る。農業 に適応で きる場合 は移民 はそ こに定着す るが,適 応 に失敗

した場合移民 は都 市雑 業部 門に流入せざ るをえない。条件 のあ る者 はそ こか ら

脱 出 し,自 営業や零細企業 を営 む ことにな る。 この場合移民の側 にそれほ どの

学歴 や職歴が必要 になるこ とはないが,送 出す る韓国の側で これ らの労働 力を

十分 に吸収 しきれ ない とい う事情 があ る。受民国の工 業化が進展 す るにつれ て

技術 や資 本を もつ移 民 に対 す る選好 が強ま ってい くよ うになる もの と予想 され

る。

この よ うな類型化 を考 え る とき,冒 頭 に述 べ た年 毎送 出実績 パ ター ン(図

1)の 問題に も言及 が可 能 にな るように思われ る。(A>の場合 ,受 民 国側 が韓国

よ り高い生活 水準 を持 ち,有 利 な就 業機 会に も恵 まれ てい るため,移 住へ の イ

ンセ ンチ ィヴが強 い。 したが って受民 国の受 け入 れ枠 の限界近 くにまで毎年 送

出され,そ の枠の変動 によ って送 出実績 が左右 され る面が強 くなる25,。(B)の場

合だ と,生 活水準はそれ ほ ど変わ らないか,む しろ下が る(特 に農業移 民の場

合)可 能性す らあ るため,一 般的な送出圧力 はあ るものに して もそれ ほ どその

国へ の インセ ンチ ィヴが強 くはない。 したが って韓 国や受民国の移民政策や 国

内情勢 の変化 によ って送 出数が変動 しゃす くなる とい う事 態 も,十 分 に想定 さ

れ るで あろ う。

25)1976年 の アメ リカ移民法の改正によって,従 来29万 人であ った総割当枠が27万 人に縮小された

が,こ の結果韓国の対 アメリカ移民送出実績 も77年 を ピークにして漸減傾向に入 った。


